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市場経済への移行
一ポーランドの農業部門一
弦間　正彦
　ポーラン』ドにおいて農業部門は現在でも国民経済上重要な役割を果し
ている。この部門が抱える人口はいまだ全人口の約40パーセントを占め
ている。また中央計画経済体制の崩壊と市場経済への移行に伴い拡大し
ている失業者の第一の吸収先がこの部門となっている。国土の約60パー
セントが農地であるポーランドは基本的には農業国であり，この資源を
生かしつつ製造業やサービス業等他産業の振興をはかっていくことが
中・長期的に安定した経済成長をとげていくために必要となっている。
そのためにはこの産業の役割を国全体の経済発展の経路の中で位置付け
し，それに基づきこの部門の構造変革をうながしていくことが重要であ
る。
　そのための足がかりとして農業部門の動向を一連の経済改革政策との
関連でつかんでおくことは必要である。本稿ではまず始めに，ポーラン
ドの農業部門の特徴を整理することにより，この部門のおかれた経済・
社会状況を把握する。次に1989年以降に導入された一連の経済改革政策
の内容をこの部門に関連するものについて理解をはかる。さらにその上
でそれらを受けこの部門がいかに変容しつつあるのかを，国レベルと
個々の農家レベルにおいて検証する。さらに今後この部門が果しうる役
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割を踏まえた上で今後の課題をまとめる。
1　農業部門における経済改革
　（1）ポーランド農業部門の特徴
　（1－1）国民経済上の位置
　人口比率，労働人口比率，GDP（国内総生産）貢献比率，輸出比率よ
りみてポーランドにおける農業及びその関連産業の重要度はまだまだ高
い。
　約3，850万人（1993年）の人口のうち約1，500万人が農村に居住してお
り，これは全人口の約4割にあたる。さらに全労働人口の36パーセント
（1991年）が農村に居住している。そして全労働人口の26．9パーセント
（1993年）が関連産業を含まない農業部門における生産活動に従事してい
る。（中央統計局：1）この比率値は1989年には26．4パーセントであった
ことより改革をはさんでここ5年間に大幅な労働人口の産業間移動が起
こっていないことが分かる。一方，食品加工産業に働く労働者比率は全
体の5．0パーセント（1993年）となっておりまだこの産業のシェアは低い。
　GDPの生産面での貢献をみると；GDPの15．9パーセント（1993年）が
農業及びその関連産業からの生産で成り立っている。その内訳をみると
農業生産が6．5パーセントを占め，食品加工等の関連産業が9．4パーセン
トを占めている。1989年におけるGDPへの貢献値が全体で18．6パーセン
ト，その内農業生産が11．8パーセント，関連産業が6．8パーセントとなっ
ており，それと比べると全体としてGDPへの貢献比率が低下してきてい
ることと，農業生産そのものの比率は低下しそれにとって変わるように
関連産業の比率が上昇してきていることが分かる。GDPへの貢献比率が
低下してきている半面，労働人口比率はほとんど変わっていないことよ
り，今後の農業部門の一人当たり所得の向上には労働生産性の向上が必
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要であり，そこでは現在農業生産にかかわる労働人口の他産業への移動
が課題となっている。これに関しては改革以前より必要性は認識されて
きていたが，都市における就業機会の制限とそれにもまして移動した労
働者とその家族が暮らす居住施設の不足により農村から都市への労働力
の移動が阻害されてきた。
　国際貿易に関しては全輸出額の15．2パーセント（1992年）が農産物・
食料品となっている。
　（1－2）多かった個人農所有農地
　ポーランドの農業部門は中央計画経済体制下においても約75パーセン
トの生産が個人農によって達成されており，生産のほとんどが国営部門
によっていた他の東欧諸国と状況を異にしていた。これは1956年にポー
ランドにおける土地の国有化に反対する農民の争議が政権を変えるにい
たったこともあり，1956年以降の土地の国有化は極端に遅いペースで進
んだことによる。1989年までに新規に国有化された土地は高齢者の耕作
放棄地や農民年金受け取りとの交換によるものにとどまった。これらに
より1950年代の半ばより35年間にわたりポーランドの農地の約75パーセ
ントは平均5ヘクタールを所有する個人農の手におかれており，東欧に
おいてはユーゴスラビアと並びユニークな存在であった。これは1989年
以後の経済改革に際しては，農地の再私有化の必要性が少なかったとい
う意味ではプラスに作用した。
　（1－3）厳しい立地条件
　ポーランドの農地は大部分が砂地であることより，ハンガリー等の農
地に比べ土地がやせており保水力に欠ける。これらにより単位当たり収
量増加ポテンシャルは低く，さらに干越等の影響を受けやすい構造とな
っている。農地はすべてその肥沃度に応じて6段階に分類されており農
業生産にとり上質の土地であると分類されている農地は全農地の11．4パ
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一セント（1990年）にすぎない。そして下位2段階に入る低肥沃度の農
地は全体の34．6パーセント（1990年）を占めている。（中央統計局：2）
さらに，ポーランドは緯度が高い位置にあるため平均気温は夏でも低く
さらに日照時間も比較的短い。また年間平均降雨量は500ミリメート）レか
ら600ミリメートルほどで少ない。このように作物生産条件は決して好ま
しいものではない。ただし国土（31．3万平方キロメートル）は南部の山
地を除き大部分が平地であるためその60パーセント（1．880万ヘクター
ル，1990年）が農地として使用されている。
　（1－4）農産物・生産投入財の流通構造及び国際貿易
　1989年8月に始まる農産物市場の自由化政策導入以前には，中央計画
に基づいた国の買い上げルートが生産物市場において独占的な役割を果
していた。国営農場や協同農場においては自家消費分と在庫分を除いた
すべての生産物がこのルートを通じて販売されていた。また，全生産の
4分の3を担っていた個人農においても，自家消費分と在庫分を除いた
販売分の約85パーセントがこのルートを通じて流通されていた。このル
ートが極めて高い割合を占めていた理由としては，肥料・農薬・飼料等
の生産投入財の購入に際してもやはり国による流通ルートが中心で独占
的な位置を占めており，個々の農民へのこれらの分配量は生産物をどれ
だけ国による流通ルートに販売したのかにより決定されていたことによ
った。生産投入財の分配を確保するために少々販売価格が低くても国の
買い上げルートが農民により利用されたわけである。
　この買い上げルートにおいては，なかば制度化された農村協同組合が
農村ごとに存在し，農産物の購入にあたっていた。農産加工工場は農村
協同組合より農産物を購入しており，農家より直接購入することは契約
栽培の事例を除き少なかった。これ以外の流通ルートとしては，近隣の
町の自由市場における取引があるのみであった。そしてこの自由市場に
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おける販売価格はふつう国の買い上げルートのものよりも高かった。し
かし，この自由市場はあくまでも地方市場で市場間相互には連携はなく，
統合された全国流通ネットワークが存在したわけではなかった。
　農産加工産業に関してはやはり金産出額の約70パーセントを占める国
営企業と約20パーセントを占める協同組合企業が中心であり，個人経営
の小規模企業はわずか9パーセントほどのシェアを保有する程度であっ
た。また消費者に生産物・加工品を販売する小売り店は日曜市場や路上
販売等の個人経営のものを除きほとんどが国営や協同組合のものであっ
た。1980年代には食料配給制が導入されていたためその制度を徹底する
ためにもこれらが小売り市場において寡占的な役割をすることは政策的
に重要であった。
　ところで改革以前の農産物・関連加工品を含む国際貿易は中央計画経
済体制に基づいて国が一元管理して行われていた。建前上は，国内にお
ける自給自足を旨として，自国において生産できない財さらには一時的
に足りない財について輸入を行い，その支払いに必要になる交換可能通
貨を得る目的で自国に豊富にある財を輸出することになっており，中央
計画経済体制が始まった当初は国際貿易の役割はそれほど重要視されて
いなかった。
　（1－5）生産構造
　改革以前のポーランド農業において規模が大きい生産組織である国営
農場や協同農場は，ある特定作物や特定家畜の生産に特化しているケー
スが多かった。総数1，640の国営農場はポーランドの北部及び西部に多く
存在し全農地の約20パーセントを占め，平均3，000ヘクタールの土地を所
有していた。また協同農場は全農地の4パーセントを占め，平均300ヘク
タールの土地を所有していた。これには二種類あり少数の個別農家が自
家農地を持ちより規模の経済を生かし作業を進めているものと，国が配
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回した土地を利用して土地を持たない農民が協同で作業を行っているも
のがあった。
　一方で個人農は，小規模な土地で耕作・畜産を行い自給自足を第一目
標にしているような家族農から，農作業従事者を雇用してある特定作物
や特定家畜の生産に特化しているような大生産組織のものまで多岐にわ
たって存在していた。
　ポーランドにおける農業生産を耕種と畜産に分けその総生産額を比較
すると，約半分が耕種，他の半分が畜産という関係になって推移してき
ている。ただし，1993年には畜産が落ち込んだためにその比率は耕種が
58．3パー・セント，畜産が41．7パーセント（中央統計局：3（1994））にな
った。
　生産されている主要な穀類は小麦，大麦，オート麦，ライ麦である。
そのほかに主食になっているジャガイモ，また商品作物ではテンサイ，
菜種が生産されている。畜産においては，主に乳用牛，肉用牛，豚，鶏
が生産されている。生産された穀類は市場に出荷されるものもあるが，
半分以上は農家内に留保され畜産用の飼料として使われる。1993年には
全耕種生産の35．6パーセントが市場に販売され，残りは主に飼料として
自農場における畜産生産に供された。なお茄でたジャガイモで豚を飼育
するという飼育方法はポーランド特有のものである。
　個人農部門は生産投入財市場と生産物市場が政府機関によって独占さ
れ，さらには国営及び協同組合部門に比べ不利な経済環境下におかれた
ため，その農業総合生産性は国営及び協同組合部門と同じほど低かった。
（Gemma（1989））　旧体制下においては政府の国営農場及び協同組合農
場に対する優遇政策により，配合飼料，化学肥料，農機具，建設資材等
の生産投入財がこれらの部門に優先的に配分された。また財務経営上も
政府予算による補填や優遇された信用供与等直接的な支援が実施され
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た。個人農は生産手段の私有化や経営の自由はあったものの国営及び協
同組合部門よりは厳しい経済環境で生産を続けなければならなかった。
さらに年金に関しては個人農以外の者に対してはその制度が早くから確
立されてきたが，個人農に対する年金制度が導入されたのは1979年にな
ってからであった。
　（2）市場経済化に伴う農業分野における経済改革の内容
　（2－1）市場の自由化
　農業部門においては他部門に先駆け，農産物価格の自由化が1989年8
月に実施された。それまで全国統一価格において政府の買い上げ・流通
公社（PZZ）が独占的に農産物を各農村協同組合から買い上げていたが，
誰でも自由に農産物を売り買いすることができるようになり，その取引
価格も完全に自由化された。以前は生産投入財の配分を確保する目的が
あり農民は販売品の大半を農村協同組合に販売していたが，現在では生
産投入財は自由にいろいろな場所で入手できるようになったことより，
一番高い値段を支払う業者に直接販売するケースや近隣の市場にて生産
者自身が直接卸売り業者等に販売するケースが多く見られている。ただ
し，改革の初期に観察されたように需要が低迷しているような状況下に
おいては，買い手がおらず売れ残りが出てしまうケースもあり，生産・
販売計画を綿密に立て，さらには販売に関して情報収集と営業努力をす
る必要が生じている。一方では全国規模の穀物市場や先物市場等生産・
販売リスクを軽減するような新規制度の確立が求められている。
　なお，農産物価格の安定化さらには農民の所得の安定を目指す農業市
場庁が創設され，市場情報の収集，貿易金融の業務の他に，独自の資金
と毎年配分を受けた政府予算からの補助金を運用して，市場への介入が
行われるようになった。価格が極端に下がった場合には市場で買い付け
を行い，上昇した場合には市場に放出するという間接的な価格支持政策
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を実施している。また必要に応じて輸入，輸出も行われている。この対
象になっているのは，穀類，バター，脱脂粉乳，生体家畜，食肉（牛肉，
豚肉等）砂糖，デンプン，はちみつ，ウール等である。さらに1992年か
ら最低価格制度が導入されパン用穀物（小麦，ライ麦）とミルクが対象
になっている。そして毎年最低価格は政府と農民団体と農業市場庁の3
者により平均生産費用等も考慮され協議されることとなっている。ここ
で設定された最低価格は，流通業者や加工業者に対しての信用保証や優
遇信用資金の提供により維持されることになっている。
　（2－2）補助金の削減と貿易の自由化
　1990年1月に始まるマクロ経済安定化政策であるバルッェロビチ・プ
ログラムの一環として財政赤字を軽減する目的で大幅な農業補助金の削
減が行われた。1986年から1989年までの平均で全政府予算に占める農業
関連予算の割合は21パーセントであったものが，改革後の1990年から
1993年までの平均ではその同じ割合が9パーセントに減少している。こ
れはポーランド政府の財政赤字を減らす努力に従ったものである。
　農業関連予算の内訳の変化を見ると，改革以前の農業関連予算の半分
が低い消費者価格の実現を目的とし泥消費者への補助金となっている。
それにかわって改革後の農業関連予算の約3分の2を占めているのは社
会保障関係の予算である。これは主に個人農に対する年金プログラムに
対して拠出されたものである。そして，生産投入要素購入補助政策，生
産者価格支持政策，所得保障政策の実施に関する予算の割合は減少傾向
にある。
　また農産物・関連加工品の貿易を含む国際貿易の自由化も同時に実施
された。これによりポーランドからの農産物の輸出業務もこれまでは
PZZ等の政府系企業が独占していたものが，新規企業が参入できるよう
になり全く自由になった。国際貿易管理手段に関しては，以前の国の輸
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出入の一元管理体制から関税を使った間接的管理体制へと変化してき
た。この関税に関しては改革開始当初から1991年前半期までの間，農産
物及びその加工品には平均10．4パーセントの従価税のみが課された。こ
れによりポーランドの農産物及びその加工品は国内市場において厳しい
競争を強いられることとなった。ところが同年8月にはこの従価税率が
平均26．2パーセントに引き上げられた。この税率は工業製品の平均が同
じ時期に16．3パーセントになったことを考えるとかなりの高率であっ
た。そしてその時には農産物及びその加工品に関する税率は加工の程度
に応じて設定されており，農産物には平均18．4パーセント，半加工品は
平均25．3パーセント，最終加工品には平均32パーセントの従価税率が適
用された。これらは消費者の実質所得の低下により国内需要の低迷に苦
しみかつ一般的にはより高品質と認識されている輸入品との競争にさら
されている国内の農業・関連加工産業の保護が目的であった。
　それ以後，農産物及びその加工品の国境保護の程度は増加の一途をた
どっている。まず1992年3月と10月には，豚肉，卵，麦酒，砂糖等の従
価税率が引き上げられた。さらに，1993年5月には，従量税が別途導入
された。そして1993年7月には新規の関税率が適用され，全商品平均で
は1パーセントほど税率が引き下げられたが，農産物及びその加工品に
関しては軒並み関税率は引き上げられた。改革の前後において全輸出額
に占める農産物・関連加工品の輸出額シェアは増加している。改革以前
（1986年一1988年）には10パーセントから12パーセントであったシェアが
改革後（1990年一1993年）には14ノぐ一セントから17パーセントになって
いる。
　一方同品目の輸入シェアの方はほぼ一定で推移してきている。輸入シ
ェアは7パーセントまで落ち込んだ1990年を除きほぼ12パーセント程度
で一定である。
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　なお，農産物・関連加工品に関しての貿易収支は1988年と1993年を除
き近年黒字で推移してきている。コメコン市場は崩壊し，さらに国際貿
易が自由化され先進国等からの輸出補助金付き農産物・関連加工品との
国内外における競争にさらされている現状を考えるとこの分野における
ポーランドのパフォーマンスは良好である。そして1993年における農産
物・関連加工品に関しての貿易赤字は1992年の干割による農業生産の落
ち込みと現地通貨であるズロチの外国為替市場における過大評価によっ
てもたらされたことより，これらの要因が変化することにより状況の好
転が期待されている。
　ポーランドの農産物・関連加工品の輸出市場は伝統的にECを始めとす
るOECD諸国が中心となっている。その比率は，1986年の72．4パーセント
から1990年の85．9パーセントに増加が観察され，その後はまた減少傾向
にあり1993年には73．1パーセントに低下した。ECに対する輸出は1991年
にそのピークが観察されその年には輸出全体の65．1パーセントに及ぶシ
ェアとなった。
　一方農産物・関連加工品の輸出市場としての旧コメコン市場の割合は
他品目ほどは高くないのが特徴である。輸出品も西側諸国に輸出できな
いような劣位な品質のジャガイモ，果実，野菜等が中心であった。この
地域向けの輸出割合は1986年の20．6パーセントから1990年にはわずか
8．2パーセントに落ちたが，同地域の政治・経済的混乱が一段落した現在
では市場を回復し，1993年には22．5パーセントにまで回復した。
　またポーランドが輸入する農産物・関連加工品の相手先は以前からEC
が中心であり，ポーランドにおける貿易の自由化に伴いその輸入額シェ
アは1986年目30．0パーセントから1991年には64．5パーセントまで拡大し
た。
　（2－3）国営部門の民営化
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　全農地面積が370万ヘクタール，さらにその数が1640に及んだ国営農場
の民営化と国家土地基金の所有していた80万ヘクタールの処分が，ま
ずそれらの所有権をすべて国に移すことから始まった。このために国家
農業所有権庁が設置された。この政府機関は土地を含む国家の所有する
農業資産を整理し，売却，リース，管理等に供する一時的な使命を持つ
機関である。当初は国営農場を早いスピードで民営化し，その他の資産
も処分する予定だあったが，農業生産の低迷や国内における信用供与の
限界さらには見発達な国内土地市場の存在といった要因が働きスピード
は遅くなっている。1993年2月現在で売却されたものが7万3000ヘクタ
ール，リースされたものが106万1000ヘクタールとなっている。さらに契
約に基づき依託管理に出されているものが224万3000ヘクタールとなっ
ている。（OECD（1994）：1）これらの契約はほとんどが5年契約であり
すぐに買い手がつかないため依託管理に出しているといった状況にあ
る。この状況が改善するまでにはかなりの年月が必要になるであろうこ
とが想像される。
　改革以前には農産物の農民からの購入に関して独占的であり全国に
350万人以上の組合員がいた農村協同組合については，改革に伴い民間業
者の参入や加工業者による農民からの直接買付が増えたことより，生産
物市場におけるその取り扱いシェアは全体の20－30パーセントに低下し
た。ただし民間流通業者においても資金力・情報量において競争力が十
分にあるわけではなく，さらに卸売り市場が見発達なことより営業範囲
も限られてしまうことより今後の成長に関して課題は大きい。
　農産物加工産業に関しては国営企業の割合は1992年までに全生産額の
50パーセント以下に低下した。これにとって替わっているのが新規に操
業を開始した小規模の民間企業である。正確な数字はまだないが中央統
計局の推定によると2万以上の民間企業がこの分野で生産活動を始めて
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いるようである。なお景気後退により農産物加工品についても需要が減
退していることよりこの産業自体の生産額は軒並み低下の傾向にある。
これと民間企業の進出も加わりこの分野の国営企業においては，稼働率
が約60パーセントに低下してしまっている。さらに，国営企業は労働者
数も過剰ぎみでありまた固定費用比率も高いことより，軒並み財務危機
に陥っているケースが多く，新規投資のみならず操業経費にも事欠く状
態のものが多く観察されている。
　小売り店に関しては，配給制が廃止されたことと個々の資産価値が大
きな額ではなく個人が購入できる範囲内であったことよりほとんど全部
が短期間に民営化された。その上，最初はインフォーマル部門の一部と
して路上販売を始めた個人起業家がこれまた短期間で資金を稼ぎだしフ
ォーマル部門に移動し店舗をかまえるといたったケースも多数見うけら
れた。さらに路上販売に関しても，最初の1年ほどは無法状態であった
が，後には営業許可とそれに伴う税金の支払いも必要となりかつ取り締
まりも厳しくなってきたことより現在では大半の路上販売業者がフォー
マル部門の中に取り込まれてきている。
2　農業部門に対する改革の影響
　（1）国レベルにおける影響
　（1－1）農産物価格の低迷とそれに反応した供給の減少
　旧体制下において実施されていた農家所得保証の目的を持つ農産物の
政府買い上げがなくなり，さらには国境保護が撤廃されたことによりポ
ーランド農業部門は国際競争にさらされることになった。そこでは旧コ
メコン市場の喪失とECの域内農業保護政策により農産物の輸出は限ら
れたものとなった。これらに加え国内消費者の実質所得の低下より起因
する需要の減退により，改革導入後の農産物価格は低迷した。そして農
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業部門はこれに反応し穀物生産は下落し，相対価格の上昇を背景にかろ
うじて豚肉生産が増加するのみとなった。さらに1992年目干魅はこれに
追い撃ちをかけ農業生産は低迷した。
　農業の交易条件の変化をつかむために農業生産物価格と生産投入要素
価格の推移を見ると，改革以前は向上していた交易条件も，改革後は悪
化していることが分かる。生産物価格／生産投入財価格比を見ると，1993
年における比率は1985年における比率より56パーセント低いレベルにな
っている。さらに個人農1戸当たりの実質所得の変化を見てみると，1988
年と1989年には増加が見られたが，改革後のレベルは1985年のほぼ40パ
ーセント減のレベルで推移してきている。（OECD（1994）：2）また非農
業部門の実質賃金の推移と比べると政府の農業保護政策もあり改革以前
には農業部門の実質所得の伸びの方が非農業部門のものを上回ってい
た。ただし，この状態は改革後には解消され，農業部門の実質賃金の下
落の方が非農業部門のものより比率でいテと大きくなってきている。
　1989年以降1990年，1991年，1992年と農業生産は下降し続け，1993年
になりようやく前年に比べて上昇した。生産の低下が底を打った1992年
における農業生産は1986年レベルの15．7パーセント減になっており，内
訳を見ると耕種生産が21．8パーセント減，畜産生産が9パーセント減と
なっている。1993年は耕種生産に関しては天候もよかったことから前年
に経験した小越から立ち直った。ただし，畜産生産に関してはその内で
中心的役割を果しておりかつ改革後も生産物間の相対価格が有利で生産
が増加していた豚肉生産がここにきて低下したために減少傾向は続いて
いる。
　作物生産は，改革以前には毎年単位あたり収量が増加していた。とこ
ろが改革後にはこれが減少傾向になっている。これは化学肥料，農薬等
の価格が上昇したためにこれらの使用量が激減したことによる。1993年
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における化学肥料の平均施肥量は窒素，リン，カリの主要3要素合計で
1ヘクタール当たり65．8キログラム（農業食料経済省（1994））になって
おり，1989年の195．5キログラムと比べると3分の1のレベルになってい
る。また同様に農薬の平均使用量も，1993年には1989年の1ヘクタール
当たり1．404キログラムと比べると3分の1以下の0．465キログラムにな
っている。
　畜産生産に関しても1990年から1992年までの豚の生産を除き軒並み減
少傾向にある。約80パーセントにのぼる家畜は個人農によって飼育され
ており，そこにおいて一戸当たりの家畜保有量が豚を除き減少したこと
がこの背景にある。さらに家畜1頭当たりの生産量も減ってきている。
これらの動きは高蛋白配合飼料の価格が改革以後急騰したことと1992年
の干魅を受け飼料に使う穀物価格が上昇したという経済的要因により説
明される。
　（1－2）新たな農業保護
　改革以前のポーランド農業は国境管理が行われ国内市場は国際市場か
ら隔離・保護されている状態であり，農業生産者に対する価格支持政策
のような間接的な保護政策の他にも，国営農場や協同農場に対しては所
得補助や補助金が配分され直接的な保護政策も実施されていた。このよ
うに国内市場保護の程度はかなり高いものであった。
　ところが改革に伴い国境管理手段が一元管理貿易から低率の関税によ
るものに移行し，国境保護の程度ははるかに弱まった。さらに価格の自
由化，補助金の削減により農業保護のレベルは急速に低下しだ。しかし
1991年以降農産物及び関連加工品に対する関税率が上昇してきているこ
とより農業保護のレベルは再び上昇して推移してきている。
　（1－3）生活インフラストラクチャーの充度の低い農村
　農村におけるインフラストラクチャーの整備は現在でも遅れている。
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財政危機のため農村における公共事業はあまりはかどっていない。いま
でも29パーセントあまりの村にしか上水道設備がない。また下水道設備
に関してはその普及比率がわずか5パーセントとなっている。さらに電
話の普及率は8パーセントにしかすぎない。保健・衛生，教育等の面で
も農村は都市に比べておくれており改善の余地は大きい。改革により農
村の食料品や工業製品を小売りする商業施設に関しては民営化が進ん
だ。ただしその他のサービス業に関しては半分くらいの割合でしか民営
化が進んでいない。農村における人材不足，また必要な資金と市場経済
に関する知識の欠落等がこれの主要な原因である。
　（2）農家レベルにおける影響一聞き取り調査の結果
　1994年夏，個々の個人農において経済改革がどういう形で影響を及ぼ
しているのか調査する目的で聞き取り調査を行った。調査項目は1＞経
営規模やその形態に関する項目，2）生産物の決定やその販売に関する
項目，3）労働，土地，種子，肥料，農薬，堆肥，飼料，建物や機械等
の生産投入要素の使用に関する項目であり，改革の前と後において起こ
った変化を中心に聞き取り調査が実施された。
　ここでは，3戸の農家につき調査結果をまとめる。これら農家はいず
れも標準以上の大規模農家で，モデル的な範疇に入る。
　　（ケース1）果樹栽培（りんご）農家1
　位置：ゴシュチン：ワルシャワの南約120キロメートル。この地域では
伝統的に果樹が栽培されてきた。りんご輸出の拠点であった。その地域
の中心グルイェッチは歴史も古く中世においてはワルシャワよりも栄え
ていた。
　経営者：A氏で50歳代，20歳代後半の息子も農業に従事する専業農家
である。
　ア）経営規模
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　生産に関する事はこの経営者が，販売等外のことは息子が担当してい
る。基本的にはこの二人が働いている。家族は祖父母と妻，そして息子
にはその妻と二人の小さな子供がいる。
　土地は現在では14ヘクタールを所有しており，その内12ヘクタールが
りんごを蛉めとする果樹の栽培に，残りの2ヘクタールが牧草地となっ
ている。1990年にはそれまで所有していた9ヘクタールの土地に加え，
5ヘクタールを購入した。この土地は耕作者が高齢になり耕作放棄され
ていた土地であった。息子が結婚したことと，1988年と1990年が豊作で
あったこと，また1989年の農産物価格の自由化によりりんごの売り渡し
価格が高くなり資産を形成できたことよりこの土地の購入に踏み切っ
た。土地に関しては10キロほど離れたところにおいて耕作放棄地が無料
で入手できるが，それらの土地が肥沃でないことと利便性に欠けること
よりお金を払ってまでも近所に土地を購入した。なお利便性が高い近隣
の土地に関しては土地の動きがほとんどない。また果樹園の場合，賃貸
契約で土地を貸し借りすることはほとんどないそうである。これは樹木
自体も資産であり賃貸ではこの資産価値が長期的に維持できなくなるこ
とがほとんどで，借りる側と貸す側の調整がつかないことによる。
　1989年8月から導入された農産物価格の自由化により，一時的に農産
物価格のみ相対的に高くなり，化学肥料・農薬等の生産投入財の価格が
1989年末まで据え置かれたことよりこの年には一般的に農家は潤った。
この農家も例外ではなかった。なお，改革以前には化学肥料・農薬等を
2，3年分在庫として確保しておくことも稀ではなかったため，新規の
設備投資等行わなかった農家は改一躍しばらくは高農産物価格により潤
った。1990年忌豊作時にはこの農家も高利潤を達成した。
　イ）生産規模
　天候と木のローテーションにより生産量は変化するが，例年約250トン
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の生産がある。現在では，売り渡し価格は毎日変化し調査の実施された
1994年9月3日の前日には15キロ当り40，000ズロチがついていた。ちな
みに1994年におけるそれまでの最高値は80，000ズロチであった。
　ウ）生産物市場
　生産量の99．9パーセントが販売されている。1994年の場合そのうち約
20パーセントが輸出されている。ウクライナ，ロシア，ベラルーシュ，
フィンランド，そしてEC諸国の一部に輸出されている。この農家は輸
出貿易会社に販売し，その会社が輸出先を探し貿易を行っている。
　残りの80パーセントのうち，70パーセントはワルシャワ郊外の卸売市
場に箱詰め後出荷されている。そこには息子がトラックを自分で運転し
て運搬している。残りの10パーセントは加工用で，業者に直接販売され
ている。1990年以前には55パーセントから60パーセントが輸出に，残り
の40パーセントから45パーセントが加工用に出荷されていた。直接市場
で販売することはなかった。
　現在では出荷先に関しては，一番高く売れる場所に出荷するようにな
っており，これらの出荷先割合は固定化していない。価格の季節変動も
あり1993年の10月に1キロ当り1，400ズロチであったものが1994年の3
月には12，000ズロチにもなった。これによって保存しておき時期を変え
て売ることにより大きな利潤がもたらされることもあるような状態にな
っている。収穫は7月から11月までかけて行われ，所有する貯蔵庫に保
存して市場価格の推移を見ながら出荷時期を決めている。改革以前にお
いては春に売ろうと秋に売ろうと輸出に関しては売渡価格は一定であっ
た。そして国営買い上げ公社に売ろうと民間業者に売ろうと同じであっ
た。現在ではすべてが民間業者であり一番いい値をつける会社に売るこ
とにしている。このような市場情報は近所の農家との情報交換の中から
入手しているそうである。
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　加工業者への売り掛け金に関しては，改革以前にはすぐに支払われて
いたものが，業者の経営危機により1990年には7カ月遅れで，また1993
年は2カ月遅れで回収された。今年に関してはすぐに払われている。
　以前より販売の機会が広がり，さらに以前はよい等級をつけてもらう
ために払っていた政府の買い上げ公社役員に対する賄賂も必要なくな
り，この農家は改革はよい効果をもたらしたと考えている。全般的な評
価でもいろいろなビジネス機会が生まれていることよりこの農家は以前
より現在の方がよいと考えている。
　エ）生産投入財
　生産投入財の価格も上昇したことから，高いものから安いものへ代替
が起こっている。農薬も性能がよく安全なものから，多量使用しないと
ならない古いものヘシフトが相対価格の変化より起こっている。安いが
古いタイプの農薬を購入し，自分で配合し使用しているそうである。こ
れはより毒性が強く，使用量を増し，使用頻度も高めて使用しているそ
うである。これによる環境面における汚染が心配されている。また在庫
に関しては，以前は価格の不安定要因と物不足により過剰在庫を持って
いたが必要なものを必要なときに買うと行った行動を取るようになっ
た。以前は3年分あった肥料・農薬在庫も今では無となっている。
　オ）生産技術
　生産技術はここ数年変化していないそうである。消費者の好みの変化
によりりんごの品種間における価格の変化が起こっており，近年ではマ
ッキントシュと呼ばれる1960年代や1970年代に評判の高かった品種の消
費者離れが進んでいるそうである。これによりこの品種の価格が相対的
に低下しており，1993年には，他の新品種の1キログラム当たりの価格
が6，000ズロチから7，000ズロチをつけていた時にこの品種の価格は
1，000ズロチとなっており，1キログラム当たり生産費の2000ズロチさえ
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もカバーできない状況にあった。これからは新品種への植え換えが必要
になってくることより，そのための資金繰りが課題となっている。なお，
りんご樹木は手入れの手間を考えて媛性のものがほとんどであり，圃場
にはトラクターが入れるようなスペースも確保されている。
　農業技術情報の入手ルートに関しては，市場や隣人からの情報や果樹
関連の新聞・雑誌，そして政府の普及機関（ODR）を通してのものがあ
るが，ほとんどが前者からのもので，政府の普及機関を通しての情報は
あまり使われていないようである。
　　（ケース2）果樹栽培（りんご）農家2
　位置：ブウェドブ：ワルシャワの南約110キロメートル。前農家からワ
ルシャワよりに10キロメートルほど行ったところに位置し，やはり果樹
栽培地帯の中に位置する。経営者：B氏で50歳代，専業農家である。改
革以前には，この地域の行政機関の要職にもついていた。この集落で唯
一電話を1985年より持つ。
　ア）経営規模
　生産・販売に関して，すべてのことをこの経営者がする。土地は現在
では17ヘクタールを所有しており，その内6ヘクタールがりんごの栽培
に，残りの11ヘクタールの内5ヘクタールがライ麦や小麦の栽培に使わ
れ，1ヘクタールが鯉の養魚場に，他は牧草地（2ヘクタール），山林（0．
3ヘクタール），りんごの貯蔵場（0．7ヘクタール），残りが住居用敷地に
なっている。この農場は1981年に現在の経営者が両親から譲り受け管理
しているものである。畑でとれたライ麦や小麦は，すべて鯉の養殖用に
使われている。
　イ）生産規模1ヘクタール当たり平均約40トンから60トンのりんごの
収穫がある。売り渡し価格は1992年秋の収穫時期には1キロ当り1，800ズ
ロチであったものが，1993年の春には12，000ズロチの最高値をつけたこ
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とにより，1994年春には住居用敷地に隣接して貯蔵施設をつくった。こ
れにより秋に収穫後貯蔵しておいて価格が上がったときに売却すること
が可能になった。そこでは屋根裏に断熱財が入っており，室温を摂氏0
度から4度に保ち一室60トンのりんごを貯蔵できる貯蔵室が4つ備えら
れている。1そこでは同時に選別ができる設備もあり，忙しいときには12
名の作業員を雇って作業を進めている。調査が行われた，1994年夏には，
冷房設備が取付けられているところであった。
　ウ）生産物市場
　生産量のすべてが販売されている。1994年夏の場合そのうち約50パー
セントが輸出され，その主要な市場は旧東側の国々である。この農家は
輸出貿易会社に販売し，その会社が輸出先を探し貿易を行っている。残
りの50パーセントのうち，40パーセントはワルシャワやウッチの卸売市
場に箱詰め後出荷されている。そこには自分で出かけ販売している。こ
れは品質的には，輸出用のものと変わらない。さらに，残りの10パーセ
ントは加工用に販売する。これ，は品質の落ちるものになるそうである。
これら出荷先割合は，改革以前と比べても変化はない。
　現在でも，以前と同様に輸出用りえ，ごと加工用りんごの販売先は同一
の一社のみある。この取引相手の会社は小規模なもので貯蔵設備は持た
ない。また価格・技術情報も提供されないし，現在では購入時期も不定
期で相手の都合により決まるそうである。そして国内の卸売り市場にお
いては，販売先は特定されていない。その時に一番高い値をつけた業者
に販売するそうである。
　この経営者は，販売活動に時間を割く必要もなく生産活動に集中でき
たことより，改革以前の生産環境の方がよかったと考えている。販売先
も一つだけで，マーケティングに全然困らなかった。さらに，収益性に
関しては，現在でも良好であるが1970年代や1980年代の方が現在より収
　110
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市場経済への移行
益性が高かったそうである。
　エ）生産投入財
　生産投入財の価格も上昇したが，使用量に関しては変化はない。以前
も必要な時に必要なだけ購入・使用していた。また在庫に関しては，以
前も現在でも変わらずに小量置くだけである。この地域の有力者であり，
改革以前においても，いつでも問題なく生産投入財を入手できていたよ
うである。
　現在では金利が名目，実質とも高水準で推移していることに関連して，
以前の経済環境の方が農業経営が楽であったと考える。
　オ）生産技術
　生産技術に関しては，相対価格の変化はあっても，変化させていない
そうである。新規の製品を使うことはあっても，使用する生産投入要素
の量は基本的には変化させていないそうである。
　農業技術情報の入手ルートに関しては，果樹関連の新聞（SAD）と政
府の普及機関（ODR）を利用している。市場価格情報については，市場
において自分自身で観察する他に隣人からの情報も入手している。
　　（ケース3）都市近郊型園芸農家
　位置：ムオジェシェン1ワルシャワの西約40キロメートル。村の中に
はワルシャワで働く人もいる都市近郊にある村。
　経営者：C氏で50歳代，専業農家である。
　ア）経営規模
　生産・販売に関する事はすべてこの経営者がが担当している。園芸栽
培に携わる2人の専任労働者を雇用している。家族は祖父母と妻，そし
て3人の小さな子供がいる。家族は，妻が育児の片手間に温室を手伝う
程度である。トラクターは3台，コンバインも穀物とジャガイモ用にそ
れぞれ1台つつ所有しており大規模農家である。
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　土地は現在では50ヘクタールを所有しており，大半は小麦，ライ麦，
オート麦，大麦の輪作に供される。現在では，家畜生産を中止している
ために，そこから採れた穀物は他の農家に家畜飼料用として売却されて
いる。
　1982年には総面積3，500平方メートルの園芸用温室を住居に隣接して
建設しており，現在ではこれを利用した切り花栽培が農業生産の中心に
なっている。この建設資金は自己留保資金から賄われ借入資金等は利用
しなかった。建設当時，複数ある温室であったが一つの温室からあがる
切り花生産による利潤は15ヘクタールの農地で穀物を生産するよりも収
益性の高いものであった。ポーランドでは，花は冠婚葬祭にかかせない
ものとなっており，切り花に対する潜在需要は非常に大きい。ちなみに
戦後一番に焼け野原のワルシャワに登場した店舗が花屋であったと言わ
れている。
　1970年半と1980年代にはポーランドにおける肉の一人当たり消費量は
現在よりも多く，生産投入財と生産物価格との関係も今よりも生産者に
有利でありたことより，この時期には年間1，000頭を越える豚の生産をお
こなっていたそうである。現在では消費者の実質所得の低下による肉需
要の減少と貿易の自由化に伴い廉価の肉が旧コメコン諸国から輸入され
ていることにより，国内価格が低迷している。現在では，豚肉1キログ
ラム当たり生産コストが16，000ズロチかかるが，この経営者が販売した
場合の受け取り価格は12，000ズロチから13，000ズロチであり生産を停止
したほうがよいような状況にある。畜舎等の固定生産要素はすでに償却
が終わっており生産停止による返済滞り等は生じていない。
　もともとこの農家は，穀物生産の他に羊生産に特化していた時期があ
り，その後畜産生産に関しては羊と豚を同時に生産するようになり，1979
年には羊生産をやめた。そして1982年に切り花栽培を始め，1993年まで
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は穀物生産の他に豚生産と切り花生産を続けた。現在では穀物生産と切
り花生産に特化している。これら一連の経営転換は，すべて収益性の推
移に基づいて決定されてきている。なお近所に400ヘクタールの農地を持
つ国営農場があり，民営化される予定である。畜舎もあり牧草地も整っ
ていることより，それをすべて買い取り，乳牛と肉牛の生産を始める計
画もある。
　イ）生産規模
　穀物生産に関しては，単位当たり収量が小麦の場合平年では最大1ヘ
クタール当たり6トンもあるものが，1994年は長雨等もありこれが1ヘ
クタール当たり1トンほどしか収穫されなかった。これにより，通常小
麦であれば50ヘクタールの農地から200トン近く生産されるものが50ト
ンほどにしかならなかった。
　花生産は，1平方メートル当たり9ポットの配置で，1年間に1ポッ
ト当たり20本の生産が可能となっている。
　ウ）生産物市場
　切り花に関しては，現在では生産物の80パーセントが近隣のローカル
市場に供されている。この市場においてはこの農家が独占的な地位を占
めている。それ以外にも毎日，20軒にのぼる地元の花屋が本農場へ買い
付けにやってくる。そしてこれらの花屋にはローカル市場価格より1，000
ズロチ安い価格で卸している。それ以外の20パーセントは，ワルシャワ
の卸売り市場に出荷される。ただしワルシャワへ出荷するのはローカル
市場で売れ残りがあった場合に限られている。ワルシャワ市場では取り
仕切るマフィアがおり，さらに販売するまでに2晩の待ちが必要になっ
ており，売却は容易ではない。
　改革以前には，週に2回ほど早朝にワルシャワへ行き，その日のうち
に全部売却してしまうのが常であった。それは民間の取り引き市場であ
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り，旧ソ連への輸出品も扱っていた。当時生産品の半分以上がこのチャ
ンネルを通して販売されていた。そのときにもローカル市場も存在した
が，現在よりも小売店の数も少なく，販売量も少なかった。
　改革後，消費者の実質所得が下がりかつ花の所得弾力性が比較的高い
ことなどにより，需要が低迷したことがあり花卉の価格は他の作物の価
格ほどは上昇しなかった。消費者も，切り花からポットの花や造花への
代替を進めた。
　改革後一時は，アムステルダムやドイツから輸入された花により販売
が困難になった時期もあったが，輸入品の価格がそれほど低くないこと
もあり現在では国内市場において十分競争していけるそうである。卸売
り価格には，季節変動があり，路地ものがでてくる7月頃には安くなり，
秋や春先には高くなる。1993年秋や1994年春には15，000ズロチをつけて
いた花が1994年7月には2，000ズロチまでになり，これが1994年9月には
6，000ズロチになっている。
　豚生産に関しては，1993年に生産を中止したが，改革以前には契約栽
培を行っていた。ことに1970年代においては，輸入飼料が補助金付きで
地元の協同組合から購入でき，進出してきた米国企業の食肉加工工場と
契約して生産・販売していた。穀物やジャガイモに関しては以前はやは
り契約栽培をしていた。それが，改革後には民間の食肉加工工場ができ，
より高い値段で買い取ってくれることより契約生産に頼らずそちらに販
売をするようになっていた。
　エ）生産投入財
　ダリアについては，卸売り市場では1994年夏時点で，一輪が8，000ズロ
チから10，000ズロチで取り引きされ，それが小売り段階では16，000ズロ
チから18，000ズロチの値をつけていた。そして肥料や暖房等に関する生
産コスト（可変費用）は，卸売り価格の約半分であった。
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　苗木，球根等は以前は自分で生産していたが，現在ではそれにかかる
費用よりも購入したほうが安くつき，入手も確実なため苗業者から購入
している。以前はこれらの入手が不確実であったために自家生産を行っ
ていた。そして購入する場合にもオランダより輸入したものを一時は使
用していたが現在では国内産のものの品質が上がったことから国産のも
のを使用している。ダリアの苗は一苗6，000ズロチしており，これを使い
2年で20本を生産することができる。通年いつでも生産できることと，
肥料等をそれほど投入する必要がないことから，この経営者はダリアの
生産を大規模に行っている。水撒きは人力で行っているがこれは自動給
水設備を導入・管理するコストより，人を雇って行う方が安いためであ
る。
　温室の暖房は温度が摂氏10度以下になるとスタートして，平年は9月
目ら5月にかけ使われている。これは石炭が原料で近所の店より購入し
てボイラーを使い加熱している。石炭に関しては，改革以前にも現在と
変わらず不自由もなく入手できた。
　肥料や農薬の在庫に関しては，以前は価格の不安定要因と物不足によ
り過剰在庫を持っていたが現在では以前ほどは在庫をかかえていない。
肥料も以前にはなかった米国製が入手できるようになり，単価は高いが
品質がよいためそれを使用している。
　オ）生産技術
　農業技術情報の入手ルートに関しては，市場からの情報や花卉関連の
新聞・雑誌を通してのものがほとんどである。政府の普及機関（ODR）
を通してのものは，そこからの雑誌を読む程度で，深い付き合いはない。
3　今後の課題
ポーランドの農業部門の経済成長への今後の貢献を考えた場合に，農
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業生産性の向上と農産加工を含む農業関連産業の発展が不可欠である。
　まず農業生産性の向上のためには，人口の他産業への移動と1生産組
織当たりの土地面積を広げて生産規模の拡大をはかることが必要であ
る。前者に関しては短・中期的には農村における農村工業や各種サービ
ス業の振興を通して農村において雇用を促進することが，さらには中・
長期的には都市において農村人口の吸収をはかっていくことが必要であ
る。このためには経済の活性化を通した雇用機会の創出と都市における
民間資本の活用も考慮した大型住宅プロジェクトの実施が不可欠であ
る。一方後者に関しては土地の流動化をはかる制度の確立が必要となっ
ている。
　現在農地が流動的になっているのは，国営農場が多く点在していた西
部から北部にかけてであり，これら国営農場の民営化を通して農地の供
給が増加している。ところが，土地が比較的肥沃で小規模な個人農が大
半を占め土地面積の増大を通した規模拡大に対する需要があるのは主に
南部地域であり，土地市場における需要と供給には地域的に不均衡が生
じている。また現在のように物価上昇率が農産物価格の上昇率より高い
状況においては，なかなか資金を借り入れてまで規模拡大をはかる意欲
はわかない。南部地域における土地の移動は，高齢者で跡継ぎがいない
場合や相続を通じた場合がほとんどで，しかも個別には小規模な土地の
移動になっている。
　現状は，インフレーションが収まりまた都市における雇用機会の創造
と生産性の向上により他産業の賃金が上がり，そして前にふれた都市の
居住環境の整備が行われることを受け，農村労働人口の移動が起こるの
を待つしかないような状態である。さらに土地の区画・基盤整備事業等
に関する投資は年々減少しており，これを充実させる方策がとられる必
要性がある。
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　さらに人口の移動だけではなく，技術進歩により農業生産性の向上を
はかる必要がある。試験研究及び普及活動は旧体制下においても行われ
てきたが，個人農にはなかなか応用技術が伝わらなかった。試験研究機
関，普及機関，農民を結ぶ有益なネットワークが存在してこなかったわ
けである9民間の農業関連産業も含めた形で普及ネットワーク再構築を
はかる必要性がある。個別の聞き取り調査で分かったことは，技術の先
端をいく農家でさえも，技術情報は整理された形では入手していないこ
とである。新しい技術を試しそれを大規模に導入していくためには，技
術情報源と農家との密接な連携が重要である。また伝える情報は技術情
報だけではなく市場情報を含む総合的経営判断に役立つ情報である必要
がある。
　個人農は，新しい経済環境のもと，利潤最大化をはかるべく経営努力
をしていることが確認できた。ここに報告された聞き取り調査の対象農
家は，いずれも規模拡大可能性を持ち，収益を増すために生産・販売の
多様化を進めている。企業体として生産・販売組織全体の採算を考えて
おり，今後規模拡大に伴う新規雇用創出の可能性も高い。農村における
潜在失業率が高い現状において，これらの農家が新規事業を始めること
による雇用創出効果は少なくないことより，これらの活動に関しては社
会問題を解決するといった側面から政府の補助があってもよいのではな
いかと考えられる。政策金融等については，二国間援助機関または多国
間援助機関を通じてのサポートも可能であり，効果も大きいものと考え
られる。
　一般に加工・サービス部門を含む食料関連産業が国の総生産に占める
割合は，経済成長に伴って上昇する傾向にある。ポーランドの場合にも
この部門の充実をはかっていくことが重要である。そのためには，農産
加工産業の生産効率を高めかつ財務状況を改善していくことにより，こ
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の産業の生産を伸ばしていくことと，さらにはより付加価値のついた加
工品を新規に生産していくことが必要である。
　一方で日本やEU諸国の農業保護の経験から言えることは，過度の保護
政策はその国の農業部門の必要な構造変化を遅延し国際競争力を弱める
ということである。ポーランドの場合まだ農業保護の程度は低い。短期
的には国境保護政策等を使い変容していく農業部門の所得の安定をはか
りつつ，中・長期的には経済成長に必要な農業部門の構造転換をはかっ
ていくことが重要である。
　ハンガリー等の他の東欧諸国が土地所有権再移転に伴う問題に直面し
て農業生産が停滞している中で，この問題がそれほど深刻でないポーラ
ンドにおいては，比較優位を失いつつある農業部門の保護を行いつつ今
後いかにこの部門の変容をはかるのかという西側の先進国も直面してい
る産業構造上の問題が大きな課題となっている。そして市場経済への移
行期にある国々における農業部門の構造変化とそれに対する政府の役割
を考える上では，ポーランドの事例は他の東欧諸国の先例となりえる。
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